在　宅　医　療　推　進　グ　ル　ー　プ

急速に高齢化が進展するなか、府民が住み慣れた地域において、より高いレベルの医療・介護サービスを受けられる社会の構築に向け、以下の取組みを推進した。
１　在宅医療の推進
（１）在宅医療情報基盤整備事業

　　より質の高い在宅医療の提供体制の整備を図るため、在宅医療における病診間、多職種間の連携強化の取組みに対する支援を行った。
【地域医療機関ＩＣＴ連携整備事業】

                           　予  算  額 　　４００，０００千円

　　　　　　　                                      決  算  額  　　　　　　 　０千円

入院患者の在宅復帰を促進するため、診療所に医療情報の提供を行う病院に対し、情報システム導入経費の一部を助成。（平成３０年度補助実績なし）
（２）在宅医療推進事業
　　　　　　　　　　                                　予  算  額 　 　９８，４４６千円

　　　　　　　                                      　決  算  額   　 ７８，２９８千円

　　　　　     

1 在宅医療総合支援事業
在宅医療における多職種連携や死亡診断書作成に係る研修等の取組みを行う医師会に対し、助成した。
2 在宅医療の普及促進事業
医療従事者に対する在宅医療の普及促進の取組みを行う病院や地区医師会に対し、助成し
た。
	 No.
	事業者名
	補助額（千円）

	1
	地方独立行政法人　大阪府立病院機構
	121

	2
	一般社団法人　大阪市東淀川区医師会
	265

	3
	八尾市立病院
	265

	4
	一般社団法人　堺市医師会
	265

	5
	一般社団法人　枚方市医師会
	156

	6
	一般社団法人　大阪市城東区医師会
	265

	7
	一般社団法人　生野区医師会
	160

	8
	一般社団法人　此花区医師会
	92

	9
	一般社団法人　大阪市旭区医師会
	265

	10
	一般社団法人　布施医師会
	265

	11
	一般社団法人　大阪狭山市医師会
	160

	12
	一般社団法人　泉大津市医師会
	166

	13
	社会医療法人純幸会　関西メディカル病院
	77

	14
	社会医療法人愛仁会　愛仁会リハビリテーション病院
	265

	15
	一般社団法人　河内医師会
	265

	16
	地方独立行政法人　市立東大阪医療センター
	143

	17
	箕面市立病院
	228

	18
	一般社団法人　大阪市阿倍野区医師会
	265

	19
	一般社団法人　大阪市西区医師会
	265

	20
	地方独立行政法人　堺市立病院機構
	265

	21
	一般社団法人　泉佐野泉南医師会
	203

	22
	一般社団法人　大阪市北区医師会
	185

	　
	合計
	4,606


3 在宅医療移行体制確保事業

　　　在宅療養患者の入退院機能を強化する病院に対し、専門人員の雇用経費を助成した。

　　　○平成３０年度在宅医療移行体制確保事業補助実績

	　　　 No.
	事業者名
	補助額（千円）

	1
	公益財団法人唐澤記念会　大阪脳神経外科病院
	2,000

	2
	医療法人桜希会　東朋病院
	1,618

	3
	医療法人生登会　寺元記念病院
	2,000

	4
	医療法人仁風会　牧野病院
	2,000

	5
	医療法人清仁会　水無瀬病院
	2,000

	6
	医療法人友愛会　松本病院
	2,000

	7
	医療法人茲友会　堺山口病院
	1,602

	8
	医療法人藤井会　大東中央病院
	1,200

	9
	社会医療法人三宝会　南港病院
	2,000

	10
	医療法人有恵会　香里ケ丘有恵病院
	2,000

	　
	合計
	18,420


4 退院支援強化研修事業
入院医療機関で退院支援・調整を行う看護職の人材育成を行う大阪府看護協会に対し、助成した。
ア　講習期間　　　　2日間　×　2コース

イ　講習場所　　　　大阪府看護協会　「ナーシングアート大阪」

ウ　事　業　者　名　　　 大阪府看護協会

エ　受　講　者　数　　　 176名

5 在宅医療体制強化事業
在宅療養患者の急変時対応体制の確保に向け、医療機関間や多職種間の連携体制構築のための取組みを行う府内の医療機関に対し、助成した。また、将来の在宅医確保に向け、府内の医師（医学生）を対象に同行訪問等の在宅医療研修会を実施する診療所（病院）に対し、助成した。

○平成３０年度在宅医療体制強化事業（機能強化）実績
	No.
	事業者名
	補助額（千円）

	1
	医療法人　井上内科クリニック
	2,230

	2
	医療法人優仁会　かとう整形在宅クリニック
	2,511

	3
	医療法人弘清会　四ツ橋診療所
	378

	4
	かもめクリニック第２
	2,553

	5
	医療法人ゆみの　のぞみハートクリニック
	2,044

	6
	のぞみホームクリニック新大阪
	3,290

	7
	社会医療法人愛仁会　千船病院附属千船クリニック
	3,098

	8
	くれないクリニック
	2,869

	9
	大瀬戸内科
	2,189

	　
	合計
	21,162


○平成３０年度在宅医療体制強化事業（同行訪問）実績
	No.
	事業者名
	補助額

	1
	小田医院
	42,000

	2
	医療法人俊仁会　きららファミリークリニック
	1,722,000

	3
	社会医療法人生長会　ベルピアノ病院
	252,000

	4
	医療法人輝優会　かがやきクリニック
	42,000

	5
	医療法人方佑会　植木病院
	42,000

	6
	医療法人樹友会　つじもと内科クリニック
	42,000

	7
	医療法人　岡原クリニック
	42,000

	8
	だんホームクリニック
	42,000

	9
	医療法人山田誠クリニック
	84,000

	10
	医療法人山本内科
	126,000

	11
	かいとクリニック
	42,000

	12
	医療法人大潤会
	84,000

	13
	医療法人内藤会
	84,000

	14
	医療法人拓晃会　よこかわクリニック
	84,000

	15
	末廣医院
	42,000

	16
	医療法人九嶺会　戸川医院
	84,000

	17
	医療法人浩仁会
	336,000

	18
	医療法人菜の花会
	1,680,000

	19
	のぞみホームクリニック新大阪
	420,000

	20
	一般財団法人　淀川勤労者厚生協会
	336,000

	21
	社会医療法人同仁会
	168,000

	22
	医療法人慶春会
	1,008,000

	23
	医療法人学縁会　おおさか往診クリニック
	4,494,000

	24
	はらのむらクリニック
	630,000

	25
	医療法人　葛西医院
	2,478,000

	26
	医療法人邦明会　樫原クリニック
	84,000

	27
	医療法人謙和会　ほんしょう内科クリニック
	84,000

	28
	医療生協かわち野生活協同組合　東大阪生協病院
	504,000

	29
	医療生協かわち野生活協同組合　医療生協八尾クリニック
	252,000

	30
	医療法人弘清会
	1,218,000

	31
	社会医療法人愛仁会　千船病院附属千船クリニック
	252,000

	32
	医療法人旭医道会　中村クリニック
	210,000

	33
	医療法人　焦クリニック
	126,000

	　
	合計
	17,136,000


２　訪問看護の推進　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予  算  額 　 １１０，６４０千円

　　　　　　　                               決  算  額      ８２，８３４千円

（１）訪問看護相互研修事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
訪問看護ステーションに勤務する看護職員と病院等に勤務する看護職員の相互理解を促し、入院患者の在宅医療へのスムーズな移行を図るための研修を大阪府看護協会に委託し、実施した。
○平成３０年度訪問看護相互研修事業実績
	
	研修期間
	研修場所
	受講人数

	１
	合同研修　

平成30年10月20日、平成30年11月24日　　
	大阪府看護協会
「ナーシングアート大阪」
	253名

	
	施設実習　

平成30年10月22日～11月7日のうち1日間
	実習協力医療機関・
訪問看護ステーション
	

	２
	合同研修　

平成30年12月15日
	大阪府看護協会
「ナーシングアート大阪」
	43名

	
	施設実習　

平成30年11月26日～12月13日のうち3日間
	実習協力医療機関・
訪問看護ステーション
	


（２）訪問看護師専門研修
訪問看護職員の勤続年数、経験や職責に応じたスキルアップ研修を行う大阪府訪問看護ステーション協会他に対し、助成した。

○平成３０年度訪問看護師専門研修実績

	対象
	事業者名
	研修期間
	研修場所
	受講

人数

	新人／

新任向け
	大阪府訪問看護

ステーション協会
	平成31年1月23日～25日

（3日間）

	大阪府訪問看護ステーション協会研修室

	35名


	中堅向け
	大阪府立大学
	平成30年7月7日～

平成31年1月19日

（各1日間、16回）
	大阪府立大学

Ｉ-siteなんば
	461名

	教育担当者向け
	大阪府立大学
	平成30年8月11日
平成30年9月22日

平成31年1月26日
（3日間）
	大阪府立大学

Ｉ-siteなんば
	38名

	管理者

向け
	大阪府訪問看護

ステーション協会
	（基礎）
平成30年6月8日～9日
平成30年9月14日～15日
平成30年12月7日～8日

（各2日間）
	大阪府訪問看護ステーション協会研修室
	104名

	
	
	（応用）
平成30年10月26日～27
日
平成30年12月22日
平成31年1月19日
（4日間）
	大阪府訪問看護ステーション協会研修室
	99名


（３）訪問看護実地研修

病院等に勤務する看護師や在宅医療に関心のある未就業の潜在看護師を対象に、訪問看護ステーションへの就業を促すため、訪問看護の実地研修を行う大阪府訪問看護ステーション協会に対し、助成した。

○平成３０年度訪問看護実地研修事業実績　　　　
	
	事業者名
	研修期間
	研修場所
	受講
人数

	１
	大阪府訪問看護

ステーション協会
	平成30年4月9日～

平成30年5月23日

（9日間）
	大阪府訪問看護ステーション協会、実習先訪問看護ステーション
	18名

	２
	大阪府訪問看護

ステーション協会
	平成30年11月19日～

平成30年11月21日
（3日間）
	大阪府訪問看護ステーション協会、実習先訪問看護ステーション
	9名


（４）看護学生インターンシップ
看護学生が訪問看護ステーションでの職場体験を通じて訪問看護への理解を深めるインターンシップ事業を行う大阪府訪問看護ステーション協会に対し、助成した。
ア　講習期間　　　　1日間

イ　講習場所　　　　訪問看護ステーション・居宅介護支援事業所・地域包括支援センター
ウ　事　業　者　名　　　 大阪府訪問看護ステーション協会

エ　インターンシップ生　 199名

（５）訪問看護実践研修事業
1 訪問看護実践研修

訪問看護職員の身近な地域において、地域の実情に応じた訪問看護の実践的な手法についての研修を行う大阪府訪問看護ステーション協会に対し、助成した。

○平成３０年度訪問看護実践研修事業実績

	事業者名
	研修実施回数
	受講者数

	（本部）

訪問看護支援センター
	8回
	662名

	（地域ブロック）

教育ステーション

（11ブロック、20ステーション）
	127回
	5,874名


2 新任訪問看護職員育成事業

　　　 　　　新任訪問看護職員の育成・指導を行う体制を整備するため、新任訪問看護職員を雇用し、所定の研修プログラムに沿って育成・指導を行ったステーションを支援する大阪府訪問看護ステーション協会に対し、経費の一部を助成した。
　　補 助 対 象 実 績　　12件 16名
（６）訪問看護相互連携事業

複数の訪問看護ステーションや訪問看護と介護、医療機関等が相互に連携する事業を支援・強化することにより、訪問看護の安定的な供給を実現し、訪問看護サービスの向上を図る事業を実施する大阪府訪問看護ステーション協会に対し、経費の一部を助成した。

　ア　期間　平成30年4月1日～平成31年3月31日

イ　相互連携数　　4件
　（７）訪問看護師等産休等代替職員確保支援事業

訪問看護ステーションに勤務する看護職員が出産、育児、又は家族の介護による休暇中の代替看護職員の人材確保等の支援事業を行う大阪府訪問看護ステーション協会に対し、経費の一部を助成した。

　ア　期間　平成30年4月1日～平成31年3月31日

イ　産休等代替支援件数　　16件
　
（８）訪問看護ステーションの規模拡大推進事業

訪問看護ステーションの規模拡大・機能強化及び経営の安定化を図るため、以下の事業を行う大阪府訪問看護ステーション協会に対し、経費の一部を助成した。

1 ＩＣＴ導入支援

ア　期　　　　  間　                平成30年4月1日～平成31年3月31日
　　　　 　イ　導入支援事業所数　　           36か所
2 　事務職員等の雇用支援

ア　期           間　                平成30年4月1日～平成31年3月31日

　　　　　 イ　事務職員雇用経費補助事業所数　10か所

3 　特定行為研修等の受講支援

ア　期           間　                平成30年4月1日～平成31年3月31日
イ　代替職員雇用経費支援数　　     11件
　

4 　管理者ピアカウンセリング研修

　ア　講　習　期　間　　　　　　　　平成30年9月8日、平成30年11月17日　各１日間
　イ　受　講　者　数　　　　　　　　25名
5 土日営業体制確保支援

ア　期　　　　  間　                平成30年4月1日～平成31年3月31日
イ　支援事業所数　　                9か所
３　死因調査体制の整備
予　算　額　１７１，３５０千円

決　算　額　１６１，２９５千円

　　
（１）救急医死因診断研修事業
救急医による死亡診断書（死体検案書）の発行により、異状死として扱われる遺体を減らすため、救急医療機関に勤務する救急医を対象とした、医師法の法令解釈や死亡診断書（死体検案書）作成等についての研修を大阪府医師会に委託し、実施した。
（２）ＣＴ車導入事業
　　　　増加する解剖への対応や遺族感情に配慮した死因診断手法として、監察医事務所に死亡
時画像診断（ＣＴ車）を導入した。
　（３）感染症対策事業
　　　　監察医事務所の設備等の老朽化及び感染症対策として、機器（解剖台・保存用冷蔵庫等）
を更新した。
　（４）検案・剖検記録データ化事業

　　　　検案・検査・解剖等により得られたデータの情報分析を行い、公衆衛生の向上に活用す
るため、監察医業務で扱う一部情報の電子化を図った。

４　監察医事務所の運営
予　算　額　　８８，１２８千円

決　算　額　　８３，２９０千円

　　死体解剖保存法第８条の規定等に基づき、大阪市内における伝染病、中毒又は災害等により死亡した疑いのある死体について、監察医による検案及び必要に応じて解剖を行うなど、公衆衛生の向上に努めた。

　　平成３０年度検案及び解剖　　検　案　４，６４５体

　　　　　　　　　　　　　　　  解　剖　　　８５５体

